
3 

 

    バリアフリー法について 

2.1 バリアフリー法の概要 
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出典：国土交通省ホームページ 
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 2.2 平成３０年度改正バリアフリー法の概要 

 

 出典：国土交通省ホームページ 
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2.3 基本構想の策定について 

 

（１）基本構想策定の留意点    

 

① 様々な段階での住民・当事者参加 

 ・ 基本構想の作成プロセスの様々な段階で、住民・当事者参加を図る。 

 ・ パブリックコメント制度の活用など 

② スパイラルアップ（継続的・段階的な改善） 

・ 基本構想の作成をゴールとすることなく、協議会による基本構想の実施・進行管理・

継続的な改善を行う。 

・ 段階における連絡調整制度などを活用しながら、継続的・段階的なバリアフリー 

化の推進に努める。 

③ 心のバリアフリー 

・ バリアフリー化に関する国民の理解と協力についての教育活動、広報活動などを通 

じた取り組み（心のバリアフリー） 

 ・ 作成プロセスにおける住民の理解と協力に留意すること、普及啓発事業（バリア 

フリー教室など）の実施や基本構想への位置づけ など 

 

（２）基本構想作成の効果 

 

◆ 旅客施設、道路などの施設のバリアフリー化の促進・実現につながる（予算確保を含 

む） 

◆ 高齢者、障がい者などの移動に対するニーズ把握につながる 

◆ 住民への意識啓発につながる 

◆ 事業者間の相互理解や連携が進む など 

 

（３）基本構想の内容 

① 全般的な留意点について 

 

○目標の明確化 

基本構想や各種事業計画について、可能な限り具体的な目標を設定することが重要 

○各種計画などとの整合性 

総合計画、都市計画マスタープラン、福祉関連計画など 

○地域特性への配慮 

特有の気候・気象条件、観光地、中心市街地、交通結節点、景観に優れた地域など 
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② 基本構想に明示すべき事項について 

 

1：重点整備地区における移動等円滑化の基本方針 

（基本構想の位置づけ、期間、作成する背景・理由、重点整備地区の特徴） 

2：重点整備地区の位置・区域 

3：生活関連施設、生活関連経路とこれらにおける移動等円滑化に関する事項 

（事業の可否ではなく、実態に即して客観的に選定する。事業実施の有無にかか 

わらずネットワークのあり方を決定する。） 

4：実施すべき特定事業その他の事業に関する事項 

（生活関連施設・生活関連経路に位置づけた施設のうち、「特定事業」または「 

その他の事業」を実施する施設について、事業の種類ごとに概ねの事業内容（対 

象施設・整備箇所、事業者、整備内容、事業実施時期 など）を記載） 

5：① ４と併せて実施する市街地開発事業において移動等円滑化のために考慮すべき 

事項 

② 自転車などの駐車施設の整備など移動等円滑化に資する市街地の整備改善に関 

する事項 

③ その他重点整備地区における移動等円滑化のために必要な事項 

ソフト施策（心のバリアフリー、情報提供、マナーの向上）、交通手段の充実（バ 

ス路線充実、コミュニティバス、介護タクシーなど高齢者・障がい者などの重点整 

備地区への移動の利便性、安全性を高める取り組み）、地域特性に応じた施策、 

基本構想作成後の実施状況の把握方法   など 

 

 

 

 

 

 

 

 


